松前町資源ごみ集団回収活動奨励金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、再利用可能なごみの回収を自主的に実施する町内の団体に対し、町が予算の範囲内において松前町資源ごみ集団回収活動奨励金（以下「奨励金」という。）を交付することにより、ごみの資源化及び減量化を推進し、もって環境問題に対する町民の意識の向上を図ることを目的とする。
（交付対象者）

第２条　交付対象者は、次に掲げる要件を満たす団体とする。

(1) 松前町民で構成する団体であって、営利を目的としないものであること。

(2) おおむね10人以上で構成する団体であること。

(3) 町内において、家庭生活に伴い町内で生じたごみであって、再利用が可能がもの（以下「資源ごみ」という。）を回収し、資源回収業者に引き渡す活動（以下「集団回収」という。）を年２回以上実施する団体であること。

（奨励金の額）

第３条　奨励金の額は、次の表の左欄に掲げる資源ごみの品目に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる単価を乗じて得た額の合計額とする。
	資源ごみ（品目）
	単価（１㎏当たり）

	新聞紙、雑誌類、段ボール類、紙パック、古布類、アルミ缶、発泡トレイ、ペットボトル、卵パック又はペットボトルのふた
	４円

	スチール缶又は金属類
	９円

	木くず
	13円

	廃食用油
	20円

	びん(無色)、びん(茶色)又はびん(その他の色)
	24円

	廃プラスチック
	39円

	乾電池類又は蛍光管類
	404円


（団体の登録）

第４条　奨励金の交付を受けようとする団体は、資源ごみ集団回収活動団体登録申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。

２　町長は、前項の規定により申請書の提出があった場合は、その内容を審査の上、適当と認めたときは資源ごみ集団回収活動団体として登録し、資源ごみ集団回収活動団体登録通知書(様式第２号)により、不適当と認めたときはその旨を書面により申請者に通知するものとする。
（登録団体の変更）

第５条　前条第２項の規定による登録を受けた団体（以下「登録団体」という。）は、登録内容に変更が生じたときは、速やかに資源ごみ集団回収活動団体登録変更届出書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。
（遵守事項）

第６条　登録団体は、資源ごみを集団回収するときは、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1) 地域住民を対象として広く実施すること。

(2) 営利を目的とした経済活動によって生じた廃棄物は、対象としないこと。

(3) 回収した資源ごみは、品目ごとに分別し、登録団体の責任において事業者に連絡し、引き渡すこと。

(4) 資源ごみを回収した後に残る不要物は、全て登録団体の責任において処理すること。

(5) 資源ごみの回収に要する経費は、全て登録団体が負担すること。

（交付申請）

第７条　登録団体は、奨励金の交付を受けようとするときは、資源ごみ集団回収活動奨励金交付申請書兼実績報告書（様式第４号）に資源ごみ集団回収活動引取証明書（様式第５号）を添えて、町長に提出しなければならない。
（交付決定等）

第８条　町長は、前条の規定により奨励金の交付申請書兼実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査の上、適当と認めたときは奨励金の交付を決定するとともに、その額を確定し、資源ごみ集団回収活動奨励金交付決定兼交付額確定通知書（様式第６号）により、不適当と認めたときはその旨を書面により登録団体に通知するものとする。
（奨励金の請求）

第９条　登録団体は、前条の規定により奨励金の交付決定を受けたときは、資源ごみ集団回収活動奨励金請求書（様式第７号）により当該奨励金の請求を行うものとする。
（奨励金の交付）

第10条　町長は、前項の規定による請求書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、奨励金を交付するものとする。
２　奨励金の交付は、第８条の規定により奨励金の交付決定を受けた者（以下「奨励団体」という。）の指定する金融機関等の口座に振り込むことにより行うものとする。

（交付決定の取消し等）

第11条　町長は、奨励団体が次のいずれかに該当するときは、奨励金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。この場合において、既に奨励金を交付しているときは、その全部若しくは一部の返還を命じ、又は第４条の規定による登録を取り消すことがある。
(1) この要綱の規定に違反したとき。

(2) 提出した書類に虚偽の記載があったとき。
(3) その他町長が奨励金の交付決定の取消しの必要を認めたとき。

（報告及び検査）
第12条　町長は、奨励金の交付に関して、必要に応じて検査し、指示を行い、又は報告若しくは資料の提出を求めることがある。
（書類の保管）

第13条　奨励団体は、奨励金に係る関係書類を整理し、奨励金の交付決定があった日の属する年度の翌年度の初日から起算して５年間保管しなければならない。

（補則）

第14条　この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、別に定める。

附　則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

